
~運営費交付金収益化額の積算根拠
上記}以外の研究プロジェクトは年度
計画の予定どおりに研究活動が進行し
たので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額の全額を収益化

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 0 費用進行基準を採用した業務はない。

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0

期間進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 770¶998¶734 {期間進行基準を採用した業務：上記業
務達成基準を採用した業務以外の全て
の業務資産見返運営費交付金 0

|当該業務に関する損益等
資本剰余金 0

ア）損益計算書に計上した費用の額：
770¶440¶287円計 770¶998¶734
人件費 531¶581¶247円、その他
238¶859¶040円
イ）自己収入に係る収益計上額

9¶069¶960円
受託収入 6¶667¶213円、財務収益
17¶746円、雑益 １円、科学研究費
間接費収入 2¶385¶000円
ウ）固定資産の取得額：該当なし

}運営費交付金収益化額の積算根拠
年度計画の予定どおりに研究活動が進
行したので、当該業務に充てられる運
営費交付金の計画額の全額を収益化

会計基準第80条第３項による振替額 0 `

合 計 1¶441¶883¶837

^ 運営費交付金債務残高の明細
単位：円

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

(交付年度)

平成18年度
業務達成基準を採用した
業務に係わる分

24¶814¶772 運営費交付金債務残高発生理由

費用進行基準を採用した
業務に係わる分

`

通商産業政策史編纂業務は、平成18
年度より平成22年度までの長期プロ
ジェクトであり、プロジェクトの後
半に多額の支出が見込まれるため、
中期目標期間中の予算額は毎年同額
を設定することとし、前年度から繰
り越された運営費交付金債務のうち、
予算額と執行額との差額を翌年度以
降に繰り越し、収益化する予定であ
る。

期間進行基準を採用した
業務に係わる分

`

計 24¶814¶772

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

(交付年度)

平成19年度
業務達成基準を採用した
業務に係わる分

28¶403¶495 運営費交付金債務残高発生理由

費用進行基準を採用した
業務に係わる分

`

通商産業政策史編纂業務は、平成18
年度より平成22年度までの長期プロ
ジェクトであり、プロジェクトの後
半に多額の支出が見込まれるため、
中期目標期間中の予算額は毎年同額
を設定することとし、前年度から繰
り越された運営費交付金債務のうち、
予算額と執行額との差額を翌年度以
降に繰り越し、収益化する予定であ
る。

期間進行基準を採用した
業務に係わる分

`

計 28¶403¶495

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

(交付年度)

平成20年度
業務達成基準を採用した
業務に係わる分

157¶514¶163 運営費交付金債務残高発生理由

費用進行基準を採用した
業務に係わる分

`

ア）通商産業政策史編纂業務は、平成
18年度より平成22年度までの長期プ
ロジェクトであり、プロジェクトの
後半に多額の支出が見込まれるた
め、 当 年 度 の 予 算 額 の う ち
23¶492¶188円を翌年度以降に繰り越
し、収益化する予定である。

期間進行基準を採用した
業務に係わる分

`

イ）その他の研究プロジェクト及び業
務については、一部研究プロジェク
トに、その開始時点から完了予定を
翌年度以降としているものがあり、
また一部の研究プロジェクト及び業
務に、進捗の遅れにより翌年度に延
期されたものがあり、合計で
134¶021¶975円を翌年度に繰り越し、
翌年度以降収益化する見込みであ
る。内訳は、調査及び研究業務
82¶910¶278円、政策提言・普及業務
7¶811¶697円、資料収集管理業務
43¶300¶000円である。

計 157¶514¶163

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
該当事項ありません。

役員及び職員の給与の明細
単位：千円・人

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 (9¶778)
21¶387

(3•0)
1•0

(0)
0

(0)
0

職 員 (70¶606)
383¶948

(24•9)
45•6

(56)
898

(1)
2

合 計 (80¶385)
405¶335

(27•9)
46•6

(56)
898

(1)
2

平
成

™
˜
年

 
月

˜
›
日
月
曜
日

(
号
外
第

˜
 
�
号
)

官
報

�
 


		2009-09-13T14:46:29+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




